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研究成果の概要： 

本研究は、中国の飼料穀物（トウモロコシ）の米国からの輸入可能性について、ＥＵと比較

しつつ、農業生産・流通構造の視点から考察したものである。その結果、①ＥＵでは、農場の

規模拡大、農協の企業化により国際価格に対応していること、②中国でも、国際価格が低下す

ると輸入増大の可能性があり、それを回避するには流通コストだけでなく生産コスト削減が必

要であること、③しかし、中国では規模拡大は困難であり、単収増加に期待をかけていること

等が明らかになった。 
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１．研究開始当初の背景 

北東アジア（日本、中国、韓国）の穀物・

油量種子（米、麦、トウモロコシ、大豆等）

の安定的供給は、当該地域の持続的成長にと

って不可欠な課題である。しかし、日本と韓

国においては、米を除いて世界最大の輸入国

であり、中国では現段階においては比較的高

い自給率を維持しているものの、経済発展と

ＷＴＯ加盟にともない大豆の自給率はすで

に低下しており、これら基礎的食糧の自給率

のいっそうの低下が懸念されている。日本の

米についても、ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉

において上限関税の設定が議論されるなか



で、今後国際市場との連動が進む可能性があ

り、その場合は自給率の低下は避けられない

であろう。北東アジアは、今後一段と北米や

南米にとっての巨大な穀物市場としての性

格を強める可能性がある。他方、北東アジア

の農業構造は、自然条件的な不利性に加え、

もともと土地労働比率が小さく、第二次大戦

後に農地改革を経験した結果、零細農業構造

を持ち、新大陸諸国に比べ効率性という点で

は極めて不利な条件を共有している。国境措

置のあり方は、当該諸国の構造的基礎（生

産・流通構造）に規定される。国際競争力を

持ち比較優位を持ちうる農業構造であれば、

それを基礎にした貿易政策を主張しうるで

あろう。こうしたなか、各国とも従来からの

国内農業問題や農産物貿易への自由化への

対応として、農業構造を市場主義的に再編成

することで、いっそうの効率化を図り自給力

を維持しようとしている。しかし、その方向

は本当に妥当な政策選択なのか。すなわち効

率性と持続性（社会の安定、環境保全）のバ

ランスを保ちつつ、競争力を持つ生産・流通

システムを構築できるのか、その構造に踏み

込んだ分析による解明が求められている。 

 
２．研究の目的 

本研究の最終的な目的は、北東アジアにお

ける穀物需給変動を穀物産業の構造的視点

から展望することにある。特に、中国の純輸

入国化の可能性を展望するため、中国におけ

る飼料穀物（トウモロコシ）の供給構造に焦

点をあて、米国産との競争力を比較する。中

国の経済成長にともなう肉消費の増大は、飼

料穀物需要を急増させつつあり、すでに大量

輸入国である日本と韓国にとっても飼料穀

物は極めて重要な基礎的食糧である。中国と

米国は、世界の飼料穀物供給にとって極めて

大きなシェアを占める供給大国であるが、中

国の輸出入は安定せず、ＷＴＯ加盟により関

税割当制に移行した現在、いつ純輸入国に転

落するかが懸念されている。その中国では、

構造的には相変わらず小規模生産であるが、

近年、流通過程の新規参入を認め集荷競争が

激しくなっており、農家は市場に極めて敏感

な性格を強めている。他方、世界最大の輸出

国である米国では、固定支払い制度等の保護

制度のもと、加工・流通企業の寡占化が進み、

農場経営は両極分解し、一段と大規模化する

ことにより競争力を維持しようとしている。

このような状況下にあるトウモロコシを対

象に、本研究では以下の点を明らかにするこ

とを目的とする。 

（１）中国のトウモロコシをめぐる市場主義

改革の特徴：本課題分析の与件として、国境

調整政策、所得補填政策、流通改革の時期、

対象、及び、農業経営・農地制度の改革内容

について包括的に把握する。 

（２）加工・流通企業の特徴と農業経営との

関係：加工・流通企業の企業形態、取扱シェ

ア、集荷・販売戦略、流通経路、川下部門と

の契約などを把握し、その展開方向を展望す

る。また、農業経営との関係においては、契

約内容、契約固定性、価格交渉力、農業経営

の収益性、問題点と今後の方向性を把握する。

これらにより、加工・流通企業と農業経営の

一体的な競争力がいかに形成されているかを

構造的側面から明らかにする。 

（３）日本、韓国、ＥＵの穀物輸入・自給・

輸出地域としての構造的比較：日本と韓国の

米自給とトウモロコシ輸入政策、及び、ＥＵ

における穀物自給・輸出政策とそれらを支え

る農業構造を比較し、北東アジアの穀物自給

の将来を展望する。 

 
 
３．研究の方法 

以下のように現地調査により資料を収

集・分析し、国際研究会で成果を報告し意見



交換を行う。 

（１）現地調査 

日本、中国、韓国、ＥＵ（ドイツ、フラン

ス）の現地調査を実施する。調査対象は、政

府等関係機関、研究機関、流通企業、農業経

営等である。 

（２）国際研究会 

２００４年度より富山大学極東地域研究

センター、中国農業大学経済管理学院、吉林

農業大学経済管理学院、韓国農村経済研究院

の共催で、年１回持ち回り方式で北東アジア

農業農村発展国際シンポジウムを開催して

いる。そこで本研究の成果を報告し、共同研

究を進める。 

 
 
４．研究成果 

本研究期間（２００６～０８年度）におけ

る世界の穀物・大豆の価格変動は極めて大き

かった。中国等の経済発展にともなう畜産物

需要の増加、バイオ燃料向け需要の増加、異

常気象の頻発、水資源の制約等、需給両面か

らの攪乱要因により、特に０７年半ばから０

８年半ばにかけて価格が暴騰し、トウモロコ

シの国際価格は０８年６月に過去最高の７．

５ドル／フッシェル（約２５㎏）を記録した。

こうした状況のもと、各国は輸出抑制、自給

化の方向に政策転換し始めた。本研究は、農

業政策、及び、生産・流通構造に焦点をあて、

このような激しい需給変動期における安定

的な供給可能性を明らかにするという意義

をもつものとなった。主な研究成果は、以下

の通りである。 

（１）中国のトウモロコシ主要産地である吉

林省にて、地方政府、穀物流通企業、農家か

ら、トウモロコシの生産と流通に関する聞き

取り調査を実施し、以下の点が明らかになっ

た。 

①穀物需要増大により穀物価格は上昇し、政

府の農業保護政策（直接支払い制度、農業税

撤廃）とも相まって、産地として活況を呈し

ている。また、穀物生産に留まらず、畜産や

加工部門（飼料、澱粉、エタノール等）が、

地方経済にとって重要な位置を占めつつあ

り、地方政府もその振興策に力を入れている。 

②流通機構の自由化政策により、かつての国

有流通企業は民営化・合理化を推進し、また

加工企業の直接買付けが可能になり、民間穀

物取り扱い業者が誕生する中で、穀物流通は

自由化・複線化している。同一エリア内に複

数の穀物買い取り企業が併存することによ

り、農家からの買い取り競争が発生している

ことを確認した。 

③生産農家は、都市への出稼ぎが急増してい

るが、穀物の高価格と政府の農業保護政策へ

の転換は、農家の生産意欲を高めている。農

家は、買い取り価格に敏感に反応する小商品

生産者となっており、少しでも高い買い取り

業者へ販売するようになっている。買い取り

企業との契約栽培は、以前経験したことがあ

るが、農家と企業の双方にとってメリットが

見えず、一般の穀物についてはむしろ減少す

る傾向にある。 

（２）市場主義改革のもとで共通した政策と

なっている直接支払い制度が、各国の農業構

造に与えている影響について、以下の点が明

らかになった。 

①中国では、トウモロコシの増産に向かって

いるが、その背景には好調な価格上昇、流通

市場改革、直接支払い等の農業保護政策の効

果がある。市場に敏感な農民が形成されてい

るものの、出稼ぎが急増しているにも関わら

ず農業経営の規模拡大テンポは極めて遅い。 

②ドイツでは、ＥＵの共通農業政策改革によ

り穀物価格は国際水準へ押し下げられ、それ

に対する所得補填として直接支払い制度が

実施されている。そのもとで急激に農業経営



の両極分解が進展しており、中間規模層の減

少、８０ha 以上の大規模層が増大している。

さらに大規模層といえども機械負担に耐え

られず、機械の共同利用組織が形成されてき

ている。また、借地競争により、直接支払い

部分が地代化している。 

③日本の米は関税で保護され、かつ、生産調

整のための産地づくり交付金や経営安定対

策による補填金は、直接支払いの要素を持ち、

これら両面から保護されている。規模別の収

益構造をみると、大規模層（２０ha 以上）の

農業所得の５２％がこれら補助金に依存し

ている。 

（３）穀物需給逼迫と農政改革のもと、輸入

国と輸出国における構造的な対応と課題に

ついて把握した。 

①韓国は、価格と品質の比較によって、中国

産か米国産かの輸入先を決定している。世界

的な需給逼迫の中で中国産の輸出禁止に遭遇

し、その結果、米国産に集中した。しかも輸

出企業の寡占化により、韓国としての選択の

幅が狭まっている。輸入会社として国内企業

の力が弱く、国際的な不足時に開発輸入等に

よる集荷能力が無い点が安定的な調達にとっ

ての構造的な問題である。 

②中国は、トウモロコシ需要の増大にともな

う国内物価対策として、０７年末からトウモ

ロコシの輸出禁輸措置をとった。他方、国際

価格の落ち着きにともない、中国南部需要地

域では、国内産より米国産の価格が有利にな

れば輸入の可能性がある。ＷＴＯによる関税

割当制の下では、輸入の政策的抑制には限界

がある。国内産のコストダウンが必要だが、

国内運賃の低下だけでは効果が薄く、生産コ

ストを下げねばならない。その際、労働市場

、機械化技術段階からして規模拡大は困難、

また、新規農地開発も困難であり、単収の増

加に期待している。ただし、米国への依存を

回避するため種子は中国独自に開発するとい

う。 

③ＥＵでは、域内農業を維持するため、共通

農業政策の抜本的改革を行った。穀物の市場

価格を国際価格水準に引き下げ、生産者には

直接に所得補償を行う。こうした農政改革の

中で、フランスでは構造改革＝規模拡大が急

速に進んでいる。同時に、販売力強化と付加

価値を求めて、農業協同組合は事業展開を多

角化、グローバル化している。しかし、今後

の一層のグローバル化と域内農業の維持が両

立できるのか否かが課題である。 

④ＥＵ路線が採用されない限り、今後、中国

が純輸入国化する可能性はありうると考えら

れる。 

今後は、直接支払い制度下で農業経営の性

格や規模がどのように変化していくのかに

ついてのさらなる分析が、構造的視点から需

給変動を展望するときの基礎的な研究とし

て必要である。 
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